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新潟県で２０２６年度に賃金改善を見込む企業は６５．０％と過去最高を更新し、３年連続で６割

台となった。また、ベースアップを実施する企業は６０．１％にのぼり、５年連続で過去最高を更

新した。賃上げの理由は、「労働力の定着・確保」が７3.4％でトップだった一方、賃上げを行わ

ない理由は「自社の業績低迷」が７３．７％で最も高かった。これらの結果、２０２６年度の総人件

費は平均４．０９％増加すると見込まれる。 

 

 

※  調査期間は２０２６年１月１９日～１月３１日。調査対象は新潟県４４５社で、有効回答企業数は２４３社（回答率５４．６％） 

※  賃金改善とは、ベースアップや賞与（一時金）の増加によって賃金が改善（上昇）すること。定期昇給は賃金改善に含めない  
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新潟県・２０２６年度の賃金動向に関する企業の意識調査 

はじめに 

政府は、物価上昇を上回る賃上げの普及・定着に向けた労働市場改革を進めている。あわせて、最低

賃金引き上げに対応する中小企業・小規模事業者を後押しするため、業務改善助成金やものづくり補助

金、IT 導入補助金など、生産性向上を促す投資と賃上げを組み合わせた支援策の拡充・要件緩和を打

ち出している。 

そこで、帝国データバンク新潟支店は、２０２６年度の賃金動向に関する新潟県内企業の意識について

調査を実施した。本調査は、TDB 景気動向調査２０２６年１月調査とともに行った。 

 

２０２６年度、新潟県内企業の６５．０％が賃金改善を見込む 

ベースアップは５年連続で過去最高を更新 

２０２６年度の企業の賃金動向について尋ねたところ、正社員の賃金改善（ベースアップや賞与、一時

金の引き上げ）が「ある」と見込む企業は６５．０％となった。５年連続で前年を上回ったほか、３年連続で

６割台となり、過去最高を更新した。一方で、「ない」と回答した企業は７．８％と、前回調査（１１．４％）か

ら３．６ポイント低下し１割を下回り、過去最低を記録した。 

 

表１  賃金改善状況（見込み）の推移  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（％）

見込み ある ない 分からない
有効回答数

（N）
調査年月

2007年度 45.0 26.7 28.3 240 2007年1月

2008年度 45.8 30.9 23.3 236 2008年1月

2009年度 23.0 45.3 31.7 243 2009年1月

2010年度 31.7 41.7 26.6 252 2010年1月

2011年度 32.0 38.9 29.1 244 2011年1月

2012年度 38.0 34.5 27.5 255 2012年1月

2013年度 37.0 33.6 29.4 265 2013年1月

2014年度 47.7 30.5 21.9 256 2014年1月

2015年度 46.5 25.4 28.1 260 2015年1月

2016年度 43.5 20.8 35.7 255 2016年1月

2017年度 52.2 20.6 27.3 253 2017年1月

2018年度 58.0 14.0 28.0 257 2018年1月

2019年度 59.1 14.9 26.0 235 2019年1月

2020年度 52.8 19.5 27.6 246 2020年1月

2021年度 39.8 26.0 34.3 254 2021年1月

2022年度 56.9 16.1 27.0 267 2022年1月

2023年度 58.6 14.7 26.7 266 2023年1月

2024年度 63.8 9.6 26.5 260 2024年1月

2025年度 64.1 11.4 24.5 245 2025年1月

2026年度 65.0 7.8 27.2 243 2026年1月
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従業員数別にみると、「５１～１００人」の企業で賃金改善を見込む割合が８０．５％と８割を超え最も高か

った。また、「２１～５０人」（６６．１％）、「６～２０人」（６５．１％）、「１０１～３００人」（６４．９％）、「３０１～１，００

０人」（６０．０％）でも６割以上となった。  

一方で、「５人以下」の企業は４５．９％と４割台にとどまり、規模の小さな企業では賃金改善に対する環境

の厳しさがうかがえる。 

 

図１  賃金改善の２０２５年度見込みと２０２６年度見込みの比較～従業員数別～  

 

 

業界別では、『建設』が７７．８％で最も高く、『サービス』（７７．６％）、『運輸・倉庫』（７５．０％）も７割を超

えた。最低賃金の引き上げへの対応に加え、労働力の確保などを図る建設業界や、いわゆる２０２４年問題

などで人手不足感が強い運輸業界において賃金改善を実施する割合の上昇幅が大きかった。 

 

図２  賃金改善の２０２５年度見込みと２０２６年度見込みの比較～業界別～  
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賃金改善の具体的な内容についてみると、「ベースアップ」が６０．１％（前回調査比１．３ポイント増）、「賞

与（一時金）」が２７．２％（同１．５ポイント増）となった。「ベースアップ」は、前年（５８．８％）を上回り５年連続

で過去最高を更新した。 

図３  賃金改善の具体的内容  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

賃金改善の理由、「労働力の定着・確保」が７割超でトップ 

「最低賃金の改定」などが上昇 

賃金改善が「ある」企業に理由を尋ねたところ、人手不足などによる「労働力の定着・確保」が７3.4％（複

数回答、以下同）で最も高く、６年連続の７割台となった。以下、「物価動向」「従業員の生活を支えるため」

（いずれも５７．６％）、「採用力の強化」（４１．８％）、「同業他社の賃金動向」（３８．０％）が続いた。また、２０

２５年度の引き上げ額が全国加重平均で６６円と過去最大の増加幅となった「最低賃金の改定」を理由にあ

げる企業の割合は３２．９％となり、前回調査を１．１ポイント上回った。 

図４  賃金を改善する理由（複数回答）  
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注2：2024年度見込みは2024年1月調査、2025年度見込みは2025年1月調査、2026年度見込みは2026年1月調査。母数は賃金改善

が「ある」と回答した企業、2024年度166社、2025年度157社、2026年度158社

注1：「従業員の生活を支えるため」は2023年調査から新設した選択肢、「採用力の強化」は2024年調査から新設した選択肢
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賃金を改善しない理由、「自社の業績低迷」が７３．７％で最高 

賃金改善が「ない」企業に理由を尋ねたところ、「自社の業績低迷」が７３．７％（複数回答、以下同）と７割

を超え最も高かった。また、「同業他社の賃金動向」「物価動向」（いずれも１０．５％）が続き、外的要因が県

内企業の賃金改善を抑制している様子もうかがえる。このほか、「人的投資の増強」「内部留保の増強」がい

ずれも５．３％となり、自社の経営体質改善を目的に賃金を改善しない企業もあった。 

図５  賃金を改善しない理由（複数回答）  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総人件費の増加を見込む企業は５年連続で７割超 

平均４．０９％の増加が見込まれる 

２０２６年度の自社の総人件費が２０２５年度と比較してどの程度変動すると見込むかを尋ねたところ、

「増加」 1をを見込む企業が７２．４％となり、前年を１．１ポイント下回ったものの５年連続で７割を超えた。一方

で、「変わらない」と考える企業が７．４％、「減少」すると見込む企業は５．３％だった。その結果、総人件費

は前年度（２０２５年度）から平均４．０９％増加すると見込まれる（大企業：平均４．５４％、中小企業：平均４．

０３％）。 

 

1 「増加」（「減少」）は、「２０％以上増加（減少）」「１０％以上２０％未満増加（減少）」「５％以上１０％未満増加（減少）」

「３％以上５％未満増加（減少）」「１％以上３％未満増加（減少）」の合計  

48.0％

12.0％

20.0％

4.0％

4.0％

50.0％

17.9％

32.1％

10.7％

17.9％

73.7％

10.5％

10.5％

5.3％

5.3％

0 20 40 60 80

自社の

業績低迷

同業他社の

賃金動向

物価動向

人的投資の

増強

内部留保の

増強

（％）

2025年度 見込み

2026年度 見込み

2024年度 見込み

注：2024年度見込みは2024年1月調査、2025年度見込みは2025年1月調査、2026年度見込みは2026年1月調査。母数は賃金改善が

「ない」と回答した企業、2024年度25社、2025年度28社、2026年度19社
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図６  ２０２６年度の総人件費の見通し  

 

 

まとめ 

新潟県内企業で２０２６年度に賃上げを見込む企業は６５．０％と５年連続で前年を上回り、賃金改善の動

きが広がっていることを裏付ける結果となった。なかでも、ベースアップにより賃上げを進める意向がある企

業の割合は過去最高を更新し６割を超えるなど、所得の底上げに伴う個人消費の拡大が期待される。 

その最大の背景として「労働力の定着・確保」があるほか、物価高が続くなか「従業員の生活を支えるた

め」といったことも賃金改善の要因となっている。一方で、「自社の業績低迷」により賃金を改善しない企業

の割合が７割を超えるなど、業績が上向かない企業では人材への投資にまで手が回らない様子もみられた。  

企業からは「賃金が増えるのはいいが、資金的に力のない中小企業は従業員を減らすか、仕事があって

も減らすしかない」（印刷）や「賃上げが続いているとはいえ、それに見合う収益改善が見込める事業者がど

れだけいるのか」（卸売）、「売上が伸びないなかでも賃金を上げて従業員に還元していかないといけない。

苦しい状況だが、離職されるとさらに厳しくなるため仕方がない」（サービス）など厳しい声は依然として多

い。  

こうしたなか、各企業が持続的に賃上げを行うためには、付加価値を高めることによる売り上げの増加と

適切な価格転嫁を通じた利益確保がこれまで以上に重要となる。 
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注2：「増加」は「1％以上3％未満増加」「3％以上5％未満増加」「5％以上10％未満増加」「10％以上20％未満増加」「20％以上増加」の合計

注1：2019年1月調査の母数は有効回答企業235社、2020年1月調査は246社、2021年1月調査は254社、2022年1月調査は267社、2023年1月調査は266社、

2024年1月調査は260社、2025年1月調査は245社、2026年1月調査は243社

注3：「減少」は「1％以上3％未満減少」「3％以上5％未満減少」「5％以上10％未満減少」「10％以上20％未満減少」「20％以上減少」の合計
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2023年度

（2023年1月調査）

平均 4.32 ％増
2024年度

（2024年1月調査）

2025年度
（2025年1月調査） 平均 4.50 ％増

2026年度
（2026年1月調査）

平均 4.09 ％増
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企業規模区分 

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。  

 

 

 

 

 

業界 大企業 中小企業（小規模企業を含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」 かつ 「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」 または 「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」 かつ 「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」 または 「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」 かつ 「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」 または 「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング


